
1．は じ め に

本稿では，LOIS 研専の取り扱いテーマの一つであ
る，ライフログやセンサを利用して取得したデータ
（ビッグデータ）に焦点を当て，今後の LOIS 研専が解
決していくべき課題と抱負について述べる．

2．ビッグデータ関連課題に対する取組み

2.1 ビッグデータ関連の課題
ビッグデータは，様々な形式や種類のデータの集合

で，随時追加蓄積されていくものであり，管理の仕方や
効率の良い分析・利用方法が求められる．また，個人情
報や属性情報，企業の機密情報も含まれる場合があり，
取扱い方法についても対応が求められる．そのため，法
制度面での検討が必須となる．更に，発表された内容の
検証や発展をさせる際に，同じ形式のデータを収集・利
用することが難しいという課題がある．今後のビッグ
データを対象とした研究には個人・属性情報と組み合わ
せるものが多く出てくることが予想される．よって，
ビッグデータを集約し利活用できる仕組みを構築するこ
とが求められるのではないかと考える．

2.2 LOIS 研専のビッグデータ関連の課題への取組み
LOIS 研専では，上記で挙げた課題の中で，ソフト

ウェア面において活発に研究が行われている．例えば，
ビッグデータの構造整理のために，Linked Open Data
（LOD）の仕組みを利用し，構造化されていないデータ
を構造化し利活用するための研究が発表されている(1)．
また，利用環境を想定してセキュリティ向上のため，生
体認証を利用した本人確認システムの提案(2)や，ライフ
ログを転用する際の保護要件の検討(3)など利活用に関す
る研究発表が行われている．また，本研専のテーマには

含まれていないが検討すべき課題である個人情報を含ん
だデータ利用に関する検討は，法制度面を対象とした研
専と連携して議論することで対応している．

3．今後に向けて

LOIS 研専ではビッグデータを扱った研究発表が今後
も増えると予想される．前記事で述べたとおり，研究内
容の検証や発展のためにも，LOIS 研専のメンバーの誰
もが利用できるビッグデータ基盤の構築が必要であると
考える．運営やコストなど解決すべき課題は多いが，
LOIS 研専の活性化のために議題の一つとして検討する
ことを考えている．
また，LOIS 研専の参加者数も解決すべき課題であ

る．現状，LOIS 研専の参加人数は横ばいである．新し
い意見を取り入れるためにも新規参加者を開拓すること
が必要不可欠である．そのため，最新の研究内容を紹介
してもらうため招待講演の実施や，イベントの開催等を
行っている．今後も，魅力的な研究会にするための対策
を継続的に実施していく予定である．
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